
 

 

公益財団法人東京防災救急協会助成規程 

 

制定 平成21年７月１日 

改正 平成22年10月１日 (い) 

 平成23年４月１日（ろ） 

 平成25年３月１日（は） 

 平成27年４月１日（に） 

 令和３年10月１日（ほ） 

 令和６年４月１日（へ） 

令和７年３月７日（と） 

 

（趣 旨） 

第１条 この規程は、公益財団法人東京防災救急協会（以下「協会」という。）定款第４条に係る

事業を東京都内で消防署と一体となって行おうとする団体に対して助成することにより、都民生

活の安全と安心に寄与することを目的として、助成に関し必要な事項を定めるものとする。(い) 

(に) 

 

（助成対象事業） 

第２条 助成対象事業（以下「助成事業」という。）は、定款第４条に係る事業のうち、都民、事

業所関係者を対象とした防火管理、危険物の保安管理に係る事業及び幼少年に対する防火防災教

育に係る事業で、次に掲げるものとする。（い）（ろ）（と） 

⑴ 防火管理及び危険物の保安管理に関する講習会、研修会、研究会等の実施に関する事業（と） 

⑵ 複数の事業所が参加する自衛消防訓練審査会等の実施に関する事業（と） 

⑶ 都民防災教育センターにおける幼少年に対する防火防災教育の実施に関する事業（と） 

⑷ 少年消防クラブの野外活動の実施に関する事業（と） 

⑸ 複数の少年消防クラブが参加する防火防災教育活動の実施に関する事業（と） 

⑹ 幼少年の火災予防普及啓発に係る作品展示に関する事業（と） 

 

（助成対象団体） 

第３条 東京都内において、営利を目的とせず、防火防災思想の普及促進を図るなど、都民生活の

安全と安心に寄与するとともに、前条の助成対象事業を主催、企画している団体とする。（と） 

 

（助成の申請手続等） 

第４条 助成を希望する団体は、所定の申請期間内に、団体の規約、役員名簿等を添付のうえ、

「助成申請書」を提出するものとする。（い）（ほ）（と） 

２ 前項の申請期間等の募集方法については、理事長が別に定める。 

 

（助成事業選考委員会） 



 

第５条 この規程に基づく助成事業の公平・公正性を確保し、適正に執行するため、助成事業選考

委員会を設置する。(い)  

２ 助成事業選考委員会委員は、協会の理事、その他理事長が委嘱する行政機関及び防火防災に関

する学識経験者により構成する。(い) 

３ 協会は、前条の規定による助成申請書を受理した場合は、助成事業選考委員会を開催し、当該

申請に係る活動が別に定める審査基準に適合しているか否かを審査する。 

 

（助成の決定） 

第６条 協会は、前条の審査結果を助成申請した団体に通知するとともに、助成金が決定したもの

については、助成金を当該団体の指定する金融機関の口座に振り込むものとする。（と） 

 

（助成事業実績報告書等） 

第７条 前条の決定を受け、助成金の交付を受けた団体は、助成事業終了後３０日以内に助成事業

実績報告書を理事長に提出するものとする。（と） 

２ 助成事業実績報告書には、助成事業実施概要及び使途を証明する書類（複写可）を添付するも

のとする。 

３ 助成金の交付を受けた団体は、事業を中止した場合又は助成金に余剰が生じた場合は、報告書

とともに返還するものとする。（と） 

 

（決定の取消し、助成金の返還等）（ろ） 

第８条 助成の決定通知又は交付を受けた団体は、その事業内容に変更があり、申請の内容と相違

する場合は、速やかに協会に連絡しなければならない。 

また、協会は、次の各号のいずれかに該当する場合は、助成の決定を取消し、助成金の交付中

止、又は既に交付した助成金の返還を求めるものとする。（ろ） 

⑴ 虚偽の申請又は報告を行った場合 

⑵ 助成事業実績報告書の提出がない場合（ろ） 

⑶ その他（ろ） 

２ 協会は、助成の決定を取消した場合には、団体に通知するものとする。（と） 

 

（その他必要な事項） 

第９条 この規程に定めもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、理事長が別にこれを定め

る。 

 

附 則 

この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１項に定める公益法

人の設立登記の日から施行する。 

 

附 則（い） 

この規程は、公益財団法人東京防災指導協会と公益財団法人東京救急協会が締結した合併契約書



 

に定める合併の効力発生日から施行する。 

 

附 則（ろ） 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則（は） 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附 則（に） 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則（ほ） 

この規程は、令和３年１０月１日から施行する。 

 

附 則（へ） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則（と） 

この規程は、令和７年３月１４日から施行する。 


